
「中医協の在り方に関する有識者会議」報告書の概要 

 
平成１７年７月２０日

 

 

 

 

１ 診療報酬改定に関する企画・立案の在り方との関係を含めた中医協の機

能・役割の在り方について 

(1) 診療報酬改定の改定率の決定について 
 
○ 改定率は、予算編成過程を通じて内閣が決定するものであるということを、

ここに明確に確認。 
 
○ 中医協においても、改定率について議論を行い、その結果を厚生労働大臣

に意見として進言することがあり得るものとすべき。 

 

(2) 診療報酬改定に係る基本方針について 
 
○ 改定率を除く診療報酬改定に係る基本的な医療政策の審議については、厚

生労働大臣の下における他の諮問機関（社会保障審議会の医療保険部会及び

医療部会）にゆだね、そこで「診療報酬改定に係る基本方針」を定めるべき。 
 
○ 中医協においては、「基本方針」に沿って、診療報酬改定に係る考え方を

整理しつつ、具体的な診療報酬点数の設定に係る審議を行うこととすべき。 

 

(3) 診療報酬改定に係る中医協への諮問及び中医協からの答申の在り方について 
 
○ 諮問においては、改定率を所与の前提として、「基本方針」に基づき、診

療報酬点数の改定案の調査及び審議を行うことを求めるとともに、中医協に

おいては、これを受けて改定案を作成して答申する取扱いとするべき。 

 

 

 

２ 公益機能の強化について 

○ 診療報酬改定の結果を検証して国民に分かりやすく説明し、国民の評価に

資する機能を、新たな公益機能として、公益委員に担わせるべき。 

 

○ 公益委員の人数については、現行の４名からこれを増やしていくべき。具

体的にどの程度まで増やすかについては、今後、中医協の委員数全体の適正

を維持するという観点も踏まえつつ、支払側委員及び診療側委員のそれぞれ

と同数程度とすることを基本としながら、検討していくべき。 
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３ 病院等多様な医療関係者の意見を反映できる委員構成の在り方について

(1) 支払側委員及び診療側委員の委員構成に係る基本的考え方について 
 
○ 現在の構成を踏まえつつ、医療費のシェア、医療施設等の数、医療施設等

従事者数、患者数等の指標を総合的に勘案しながら、明確な考え方に基づい

て決定していくべき。 

 

(2) 支払側委員の委員構成について 
 
○ 船員保険の被保険者及び船舶所有者の代表が２名含まれているが、船員保

険の現状を踏まえつつ、見直しを行っていくべき。 
 
○ 医療保険においては、近時、都道府県の役割の強化が図られてきているが、

支払側委員の委員構成の中で反映させていく方法だけでなく、都道府県が医

療制度において持つ多面的な役割にかんがみ、増員される公益委員の中で反

映させていく方法も含め、検討していくべき。 

 

(3) 診療側委員の委員構成について 
 
○ 医師を代表する５名の委員について、病院の意見がより適切に反映される

よう、委員構成を見直すべきであり、２名を病院の意見を反映できる医師と

すべき。 
 
○ 病院の意見を反映できる医師は、国民の目に見え、納得できるような形で

選ばれるべきであり、病院団体自身が作成した推薦名簿が透明なプロセスで

厚生労働大臣に届けられる仕組みとすべき。 

 

(4) 推薦制の在り方について 
 
○ 厚生労働大臣より関係団体に対して期限を附して推薦依頼をしたにもか

かわらず、関係団体が正当な理由なく期限内に推薦を行わないような場合に

は、厚生労働大臣が職権で委員の任命ができるものと解するべき。 

 

 

 

４ 委員の任期の在り方について

○ 中医協委員の任期については、最長６年までとし、再任の回数で言えば２

回までとすべき。 
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５ 診療報酬の決定手続の透明化及び事後評価の在り方について 

(1) 診療報酬の決定手続の透明化について 
 
○ 引き続き、中医協における審議過程の一層の透明化や客観的なデータに基

づく議論の一層の推進を図っていくべき。 
 
○ 中医協が診療報酬点数の改定案を作成し、答申するに至る過程において、

広く国民の意見を募集する手続をとるべき。 
 
○ 議事の公正を確保する観点から、近時の立法例に倣い、議事手続の中心的

な事項について、政令で規定することを検討するべき。 

 

(2) 事後評価の在り方について 
 
○ 検証に当たっては、公益委員がその機能を担うべきであるが、必要に応じ

て専門的な立場から調査を実施する者の活用についても検討していくべき。 
 
○ 検証の結果については、これを公表して国民の目にさらすとともに、その

批判に耐え得るような内容のものとしていくべき。 

 

 

 

６ その他、医療の現場や患者等国民の声を反映する仕組みの在り方等について

○ 地方公聴会のような場を新たに設けることとすべき。 

 

○ 医療関係者の団体を参考人として呼んで意見を聴取する機会を、積極的に

設けていくべき。 

 

 

 

７ 終わりに 

○ 社会保険医療協議会法の一部改正を待たずに可能な対応については、でき

る限り早期に実現して、平成１８年度に予定されている次期診療報酬改定に

対応していくことが、国民の要請に応えることとなる。 
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（参 考）
 

「中医協の在り方に関する有識者会議」開催要綱 

１ 目的 

  厚生労働大臣と内閣府特命担当大臣（規制改革、産業再生機構）、行政改革担

当、構造改革特区・地域再生担当との間の「中医協の在り方の見直しに係る基

本的合意」（平成１６年１２月１７日）に基づき、中央社会保険医療協議会（以

下「中医協」という。）の在り方について検討を行うことを目的として、厚生労

働大臣が有識者の参集を求め、開催するものである。 

 

２ 検討項目 

 (1) 診療報酬改定に関する企画・立案の在り方との関係を含めた中医協の機

能・役割の在り方 

 (2) 公益機能の強化 

 (3) 病院等多様な医療関係者の意見を反映できる委員構成の在り方 

 (4) 委員の任期の在り方 

 (5) 診療報酬の決定手続の透明化及び事後評価の在り方 

 (6) その他、医療の現場や患者等国民の声を反映する仕組みの在り方 

 

３ 有識者会議参集者 

 ◎大森 政輔 （国家公安委員会委員、弁護士） 

  奥島 孝康 （早稲田大学大学院法務研究科教授） 

  奥野 正寛 （東京大学大学院経済学研究科教授） 

  金平 輝子 （(財)東京都歴史文化財団顧問） 

  岸本 忠三 （総合科学技術会議議員、大阪大学客員教授） 

 ◎：座長                      （五十音順、敬称略） 

 

４ 運営 

 (1) 有識者会議は、公開とする。 

 (2) 有識者会議には、常時、厚生労働大臣が出席する。 

 (3) 有識者会議は、中医協の在り方について、平成１７年夏～秋までに結論を

得るものとする。 

 (4) 有識者会議の庶務は、厚生労働省保険局医療課において処理する。 
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「中医協の在り方に関する有識者会議」開催経緯 

 

 

平成１７年 

 

 ２月２２日 第１回会議 

   ・ 中医協の概要について事務局より説明の後、フリートーキング 

 

 ３月２２日 第２回会議 

   ・ 中医協会長より意見聴取 

   ・ 事務局より「中医協の在り方に係る論点（たたき台）」提示 

 

 ４月１２日 第３回会議 

   ・ 規制改革・民間開放推進会議議長より意見聴取 

   ・ 検討項目に沿った議論を開始 

 

 ５月１０日 第４回会議 

   ・ ６つの検討項目のうち、１～３について議論 

 

 ６月 １日 第５回会議 

   ・ ６つの検討項目のうち、４～６について議論 

 

 ７月 ５日 第６回会議 

   ・ ６つの検討項目の議論のまとめに沿って、細かな論点について 

     議論 

 

 ７月２０日 第７回会議 

   ・ 報告書取りまとめ 
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